
平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 2 事業No. 35

事務事業名 人事管理事務
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 人事課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
○ 地方公務員法等

 飯田市職員の給与に関する条例等

  

事業目的
対象 職員

意図 適正な人事管理、正確かつ迅速な給与管理の実施

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

スリムで効率的な行政運営を行うため、引き続き適正な人事管理を実施していく必要があります。

また、国や県、他の地方公共団体の給与や勤務時間等の勤務条件の見直しの動向を踏まえ、適正な人事制度を実現し

ていくとともに、正確かつ迅速な給与支給が求められます。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
　職員の採用、退職、職員配置、休暇等の管理を行います。

　人事院勧告に準拠した給与制度や勤務時間制度等の見直しを行

います。

　法令、条例等に基づいた適正な給与支給を行います。

　人事給与システムの運用及び管理を行います。

職員採用試験 1,454

人事給与システムの管理 18,585

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 317

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
職員数（正規職員） 人 1,541 1,546   

職員数（臨時非常勤職員） 人 974 965   

      

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 20,356 （そ）他会計等負担金（給与計算）　5,901千円

（そ）職員採用試験負担金　84千円国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 5,985

一般財源 14,371

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

10  10
 
1

20,356

0
人事一般管理費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 35 事業名  人事管理事務 人事課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

ノーマイカー通勤

による燃料消費抑

制

〇   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

公用車運転時の燃

料流出、火災
  〇 × － － × × －  

職員のノーマイカー通勤の推進 ノーマイカー通勤の実施率を年度内目標で25％以上とする ○  

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

ガソリン等の使用による化石

燃料の消費、ガソリン車・デ

ィーゼル車によるCO2、Nox大

気汚染物質の拡散

ノーマイカー通勤を推進する

ことによりガソリン消費量が

抑制されると共に、大気汚染

物質（NOX,SOX等）の発生を抑

え、天然資源の枯渇化防止及

び地球温暖化防止への有効な

取組である。

 ノーマイカー通勤の取組を

年間を通じて

実施率を25％以上にする

4月にマイカー通勤者の把握を行い、対象者

について月ごとのノーマイカー通勤の実施

率を課単位で人事課に報告する

 

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 2 事業No. 36

事務事業名 職員研修事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 人事課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
 地方公務員法

○ 人材育成基本方針

  

事業目的
対象 職員

意図 飯田市の職員として求められる知識や能力の養成

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

行政サービスに対する市民の意見を尊重し、「全員コンシェルジュ宣言」の取組をさらに進めていくこと、仕事と生

活の調和に基づく事業主行動計画により、勤務時間削減を達成するための業務管理や業務改善、また、女性管理職登

用のための職員意識の改革や人間形成、業務能力の向上のため、目的を明確にした職員研修を充実する必要がありま

す。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
平成29年度中に新たに策定する人材育成方針に則り、目指す職場

像・目指す職員像を実現するための職員研修を推進します。

　新規採用職員は、公務員としての制度や服務、組織機構、接遇

、文書事務、自動車安全運転、環境等について研修します。

　また、「全職員コンシェルジュ宣言」の取組を進めるため、接

遇研修に重点的に取り組みます。

新規採用職員研修（自動車安全運転研修） 237

現任係長研修、課長補佐研修、人事評価者研修 989

新任課長、管理職研修 233

接遇研修 540

キャリアデザイン研修 177

政策形成研修、自治体法務研修 1,029

自主提案研修 420

中央省庁等長期派遣研修 7,707

  

その他の経費 1,560

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
参加職員数（新規採用職員） 人 300 300   

参加職員数（階層別研修） 人 300 300   

参加職員数（選択研修） 人 1,000 1,000   

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 12,892  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 12,892

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

10  11
 
1

12,892

0
職員研修費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 36 事業名  職員研修事業 人事課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

環境意識の醸成 〇   ○ ○ ○ ○ ○ ○      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

 

・各種研修を実施する中で地

球環境や生活環境への影響及

び歴史的・文化的遺産の保存

を考える機会となる。

 新規採用職員の環境に関する研修

を

年間を通じて実施し

環境への意識付けを行う

5月に田植え体験、風の学舎での自然生活見

学、7月及び12月に自動車運転講習によるエ

コ運転技術を実地研修する

 

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 2 事業No. 37

事務事業名 健康管理事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 人事課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
  
  
  

法令・例規等
○ 労働安全衛生法
  
  

事業目的
対象 職員

意図 職員の健康管理を適切に行って良質な市民サービスを提供する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

職員の健康は、活力ある職場づくり、風通しのよい職場環境の前提となるものであり、心身の健康を保持していくこ

とが求められています。メンタルヘルス上の問題を抱え、長期の休養を余儀なくされている職員が増加傾向にある中

、職場として精神面のケアの重要性が高まっています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
全職員を対象に労働安全衛生法に基づく健康診断を実施するとと

もに、全職員が健康診断を受診するよう努めます。また、指導が

必要な職員への働きかけをします。

労働安全衛生法に基づくストレスチェックの実施による一次予防

と、ストレスやその原因となる問題に対処できるよう職員のメン

タルヘルスケアについて取り組みます。

健康診断(定期健康診断・人間ドック等） 18,751

ストレスチェック 1,412

メンタルヘルス研修 440

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
健康診断受診数(正規職員） 人 1,537 1,546   
健康診断受診数(臨時職員） 人 838 898   
健康診断事後フォロー実施数 人 40 50   
ストレスチェック受検者数 人 2,375 2,334   
メンタル相談者数 人 20 20   

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 20,603 （そ）市町村共済組合メンタルヘルス助成金　100千円

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 100

一般財源 20,503

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

10  12
 
1

20,603
0

健康管理費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 37 事業名  健康管理事業 人事課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

職員の健康管理 〇        ○  労働安全衛生法 職員の健康診断及びストレスチェックは事業主の実施義務 ○  

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

・法令順守に違反する。

・職員の健康状態を把握し、

法令に則った職員の健康管理

が可能となる。

 職員の健康診断を

年間を通じて

全職員に対して行う

定期健康診断、人間ドック、ストレスチェ

ックの実施

 

 

 

 


